
























































①東京地労委命令(昭63. 2. 16) 脱退強要，担務差別，②秋田地労委
命令(昭63. 5. 24) 掲示板徹去，③千葉地労委命令(昭63. 7. 29) 
配転・出向，①神奈川地労委命令(昭63. 10. 20) 配属差別，⑤神奈川地
労委命令(昭63.11. 4) 配属差別，⑤大阪地労委命令(昭63. 11. 28) 
=採用差別，⑦神奈川地労委命令(昭63. 12. 16) 採用差別，③中労委命



























































































































































































































































































































































































































































































































































































ω 1986 (昭61)年11月21日国鉄改革特別委員会議録(参議院)第 6号39頁， 11月25日同
会議録(参議院)第8号 8頁。
(14) 本多ほか前掲・労旬1192号11-12頁。




















制阪神観光事件・最一小判昭62. 2. 26労判492号 6項。




























く追記 1989年 1月20日，北海道地労委は，清算事業団職員1，704人の JR北海道・貨物
への「採用命令」を出した(①)。救済対象者は同様の事件で救済を求めている者の約 6
割にのぼる。 JR北海道と JR九州は定員枠で採用しているが，地労委は全員の救済命
令を出したことで，長崎を含めた JR九州への申し立ても(1， 119人)，同様の採用命令
が出されることになろう。
288 経営と経済
1月25日，中労委における①事件の再審査事件について，申立人が元の職に復帰して
いることから，国労と JR東日本の間で「和解」が成立した(⑪)。不当労働行為申立に
係るはじめての和解である。
1月26日，東京地労委は，配属差別，勤務指定差別事件について，国労組合員308人を
元の職場へ復帰させる救済命令を出した(@)。この命令は，命令交付後 3ヶ月以内に公
正な再配属を実施することを命じており，期限を限定したはじめての命令として注目さ
れる。
国労組合員等に対する200件以上の不当労働行為申立事件について，現在まで1件の救
済命令が出された。 10件余とはいえ，国労差別の不当労働行為についての労働委員会の
救済命令の動向と法理は，ほぼ定着したとみることができる。
(1989年 1月31日)
